















































































































































単一経営 342 366 1,560
稲作 194 235 1,203
雑穀、芋，豆類 － 5 10
露地野菜 3 9 19
施設野菜 141 105 279
果樹類 2 11 27
準単一複合経営 108 71 360
　稲作が主位 22 28 126
　2 位が　露地野菜 7 18 49
　　　　　施設野菜 7 6 34
　　　　　果樹類 7 2 18
　露地野菜が主位 5 4 22
　施設野菜が主位 75 27 158
　果樹類が主位 6 10 31
複合経営 16 23 87







































































正 増減 準 増減
2008 4,660 1,316
2009 4,609 －51 1,334 18
2010 4,560 －49 1,353 19
2011 4,449 －111 1,336 －17
2012 4,396 －53 1,367 31
2013 4,343 －53 1,461 94
2014 4,282 －61 1,575 114
※JAみやぎ亘理デスクロージャー誌により作成。
表４　組織構成の変化
2010 2011 2012 2013 2014
実行組合
　逢隈 1,266 1,266 1.266 1.252 898
　荒浜 629 629 629 629 472
　亘理 599 599 599 599 427
　吉田 834 835 835 835 696
　山下 1,252 1,252 1,252 970 936
　坂元 743 737 596 696 557
生産部会
　水稲 120 120 120 120 110
　いちご 388 380 104 137 211
　野菜 262 262 219 215 189
　花卉 26 26 24 24 23
　畜産 58 58 58 58 30
青年部 60 60 60 61 63






















































































主体 JA，農業法人 JAみやぎ亘理 亘理町，山元町
受益



































































































































逢隈 12 9.3 12 232 21 59 8
開墾場 28 20.3 31 712 86 275 27
浜吉田 59 35.2 60 1,366 117 424 54
亘理計 99 64.8 103 2,310 224 758 89
山元第1 13 8.3 19 397 47 110 16
山元第2 13 8.8 18 372 58 125 15
山元第3 17 13.4 28 594 82 188 21
山元第4 9 7.5 15 351 44 95 13






























































立 2011年６月 2011年末 2012年３月
代
表
長く町議会議員を務
めてきた地域リー
ダー
山元町出身の若手
IT企業家
被災イチゴ
農家の後継
者
規
模
大型鉄骨ハウス８
棟，2.6ha
大型鉄骨ハウス，
2.5ha
大型鉄骨ハ
ウス，2.2ha
経
緯
近隣の同業者２戸に
呼びかけて法人を立
ち上げ，いち早く大
型施設による復興に
乗り出す。団地化に
よる復興のモデル
に。
震災直後に立ち上
げた支援組織が母
体。被災農家２戸と
組んで農業生産法人
に。2012年度から国
100％補助による先
端的イチゴ経営の実
証実験指定を受け
る。インドでも生産
着手。
壊滅した実
家のイチゴ
を復興すべ
く，脱サラ
して同様の
境遇の仲間
を誘って起
業
販
売
「山元いちご」ブラ
ンドでの出荷を推
進。直売・交流施設
を開設
2013年から，１個
1,000円の高級イチ
ゴ「磨きイチゴ」を
展開
六次化をめ
ざす。2014
年１月，朝
摘み宅配を
開始
※「河北進報」記事，web上のインタビュー情報（GRA），社
長へのヒアリング（山元いちご農園）による。
※GRAインタビュー情報のURL：http://u-nite.me/report/；
　http://kobo-chikyumura.gom/?page_id=285
写真１　新選果場内（2014.5.22）
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２棟でイチゴ栽培に着手し，2012年１月に農業生
産法人となった。おりしも，農水省と復興庁によ
る「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」
の実施地として山元町が選ばれ，町と研究機関を
含むコンソーシアム★17がその事業主体となった。
その実作業に当たる「普及支援組織」にGRAが
指定されることとなり，2012年３月に新たに「株
式会社GRA」が設立された。図８はその施設の
画像で，中央の90m四方の施設が国の実証実験
施設，その両側にあるのがGRAのイチゴ施設で，
左が通常栽培，右が周年栽培の施設となっている。
　また，国の実証実験施設の構成（図９）は，以
下のようである（野菜茶業研究所,2012）：
　①イチゴ施設（栽培面積21.6a）：宮城県農業園
芸総合研究所が中心となり，東北に適したイ
チゴ養液栽培システムの構築と周年生産性の
向上技術を開発
　②トマト施設（栽培面積31.6a）：野菜茶業研究
所が中心となって，東北の気象にあわせた
トマト等の高収益・周年栽培システムを開発
　③共通ユニット：農村工学研究所が，寒冷地の
大規模施設栽培に共通した基盤技術を研究
　この実証実験事業の地域への効果について
GRAにヒアリング（2015年９月）したところ，
実証実験が目標に掲げる「コスト半減」と「生産
性２倍」の実現については、まだ実験中であり，
正確な結果はコンソーシアムとしてまとめられる
ことになろうが，１人あたりの担当面積は「いち
ご団地」と比べて広いとのことであった。また，
開発技術の地域移転についても今後の課題である
とのこと，雇用効果については，GRAの正社員
17名と，様々な従事時間のパート雇用が25・6人
あるとのことであった。
　この事業は2017年度まで６年間であるが，３年
半が経過した2015年夏の時点ではその成果が地域
に還元される状況にはなっていない状況であっ
た。実証実験に要する労賃を含むすべてのコスト
図８　GRAと実証実験施設（GoogleEarth,2015.6.01）
図９　実証実験施設内の構成（野菜茶業研,2012）
写真２　BerryVeryLaboの外観（2015.10.06）
右奥の棟は小ミーティングに使える交流室になっている。
写真３　BerryVeryLaboの内部（2014.6.12）
イチゴの盛期が過ぎた６月の平日午後の店内は人々が集い，奥
の席では社長が商談中であった。手前に自社のイチゴ加工品が
並び，右手奥には加工場と研修室がある。
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は国の負担であり，その成果の地域移転が待たれ
るところである。
Ⅳ　諸施設の立地と景観変化
１．いちご団地の立地と施設構成
　高設栽培の大型ハウスとそれを集積させた団地
化によるイチゴ栽培の復興は，従前の産地景観を
大きく変えた。本章では，景観変化の視点から前
章で述べた復興状況を改めて確認したい★18。
　１）いちご団地の立地
　「いちご団地」は，震災前にイチゴ施設が集中
していた海沿いの県道「相馬亘理線」から２～
３km内陸側の平野の中央を縦貫する農免道路に
沿って配置され（図７），この農免道路は新たな「ス
トロベリーロード」の役割を果たしている。
　亘理町農政班でのヒアリングによれば，こうし
た立地になった理由は，①塩分を含む地下水の代
わりに水道水の使用が可能であること，②被災農
地がまとまって取得できること，③他の圃場整備
計画の中での位置づけの３点とされ，結果として
既存道路に沿ったり挟まれる立地になったとのこ
とであった。
　他方，団地内の施設の配置をみると，亘理町と
山元町とでは大きな違いがみられる。すなわち，
両町の団地を比べると，亘理町（図10）では施
設が整然と並んだ文字通りの団地になっているの
に対して，山元町の団地（図12）では離散的で
ある。これは，山元町では震災前に50aから1ha
の大区画化の圃場整備が行われて，そこに農地を
所有しているイチゴ農家が多かった。そのため団
地参加農家が自ら施設用地を用意することが認め
られ，その圃場区画に収まる形でイチゴ施設が設
置されることになった。この結果，町が一括取得
した部分と自家用地の部分が混在する状況となっ
ている。これに対して亘理町では，10aから30a区
画の農地が多かったため，施設用地は町が選定し
て一括借地する方式が取られた。この違いが両町
の団地内の施設配置に表出している。
　さらに山元町のいちご団地では，団地管理運営
組合には属していない農業法人の施設も混在して
いる状況になっている。このため山元町の「いち
ご団地」は，景観上の「団地」というよりも，団
地管理運営組合に参加しているイチゴ農家の近隣
組織ととらえるのが実態といえる。
　２）施設構成：栽培棟，育苗棟
　いちご団地内の施設の構成は，外観上はどの団
地も同様で，パターン化した景観をなしている。
もっとも典型的にまとまった亘理町の浜吉田団地
（図10・11）を例にしてみると，次のようである。
まず、タテ（南北）に細長い棟が接続して並んで
いるのが栽培棟で，細長い１棟は８m×50mのサ
イズである。６棟接すると48m，７棟では56mで，
その面積は概ね50m四方の25a前後ということにな
る。イチゴの栽培面積はこの栽培棟の面積をさす。
　栽培棟が上空から白くみえたり黒っぽくみえた
りしているのはハウス内のカーテンの開閉を示し
ており，閉じている棟が白くみえている。
　入居農家の施設面積は，震災前の規模に応じて
15 ～ 40aまであり，それに対応して棟数が決めら
れており，よくみると１ユニットの棟数は微妙に
異なって一定でないことが確認できる。農家への
割り当て面積にはどうしても端数が出てしまう
が，その分については別ユニットにまとめて調整
している。
　一方，亘理町の入居農家の平均規模は約30aで
あり，概ね50m四方の栽培棟とその付帯施設が１
農家の分と把握しても実情と大差はない。いちご
団地の西側に見える黒い農地部分は100ｍ四方の
大区画化工事が進行中の水田であるので，それと
比べることでイチゴ施設のユニットの大きさを画
像からも把握できる。
　栽培棟に付帯してヨコ（東西）に並んでいるの
がパイプハウスが育苗棟である。棟の向きについ
ては，南北棟は温度効率，光の均一性，光線の透
過率に優れているため，栽培棟に採用されている。
他方，育苗棟のパイプハウスは，東西方向に吹く
強風に耐えるために東西方向に設置されている。
　３）施設構成：その他
　１ユニットをより詳細にみると（図11），ユニッ
ト間に東西に水路と進入路が通されており，水路
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を挟んで進入路が通る側が各ユニットの「表」側，
水路だけが通り側が「裏側」で、栽培棟は表側に
垂直に並んでいる（写真４・５）。栽培棟の北東
端に管理棟があり，８m×12mのスペースに，養
液管理，温度管理の制御機器，潅水タンク，予冷
庫が設置されている。栽培棟の裏側に東西に細長
く並ぶのは育苗ハウスで，栽培棟に最も近いもの
が短日処理施設である。こうした設備・施設群が，
図10　亘理町・浜吉田団地（GoogleEarth,2015.6.01）
図11　黄色枠内の拡大（GoogleEarth,2014.3.24）
図12　山元町第一・二団地（GoogleEarth,2015.6.01）
写真４　浜吉田団地内（8m幅の栽培棟が連なる。）
写真５　浜吉田団地の施設の内部（2014.10.09）
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標準的な入植農家が町から貸与された生産手段の
１セットである。
　図11の左端と上端に育苗棟のない栽培棟が並
んでいるのは，自家の育苗施設があるため団地内
には必要としない農家の施設部分である。
　なお，図10の画面左下にみえる青い屋根は，
新しい選果場で，その南に隣接して「亘理いちご
ファーム」の施設と露地圃場がみえる。さらにそ
の南側の図外には深井戸の給水施設があって，利
用農家が管理組合組織を作ってイチゴ以外も含め
た農作業に利用している。
２．地域景観の変化
　津波被災とその後の「いちご団地」や農地の大
区画化の造成は，地域の耕作景観を大きく変えた。
この間の変化はGoogleEarthをみれば容易に確認
できるので，ここでは亘理町浜吉田の付近の2009
年と2015年の画像で示してみたい（図13・14）。
　まず，最も海寄りの浜堤列上の吉田浜集落は，
家並みとイチゴハウス群が海岸林とともにほぼ完
全に流失した。同様の光景は，同浜堤列上の鳥の
海の南側から山元町笠野・新浜付近まで約10km
にわたって続いている。今は移転促進地域となっ
て，元の集落地内に若干のイチゴハウスが点在す
るのみである。
　最も大きく変わったのは，やはりイチゴ圃場と
施設の景観である。すなわち，震災前は海岸林背
後の浜堤上と集落の家並みの中に土耕ハウスが密
図13　浜吉田付近（GoogleEarth,2009.12.10）
図14　浜吉田付近（GoogleEarth,2015.6.01）
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集する景観（図13）が，南北10キロにわたって
続いていた。この従前の土耕パイプハウスの施設
景観は，従来型で復旧した小山団地（図15・写
真６）でみることができる。
　内陸側の第２浜堤列上にある南原や小橋などの
集落もまた浸水して，従前あったイチゴハウス群
は大半が消失したままである。それらのイチゴ施
設の多くが「いちご団地」に集められることになっ
た。そして浜吉田よりも内陸側の平地に１haの
大区画水田が整備されつつある。
　さらに海岸では，流失したクロマツの防潮林に
代わるTP7.2mの防潮堤が建設中で，その内陸側
は将来，海岸林が再生されて公園地に整備される
予定となっている。また，吉田浜集落が位置する
浜堤列上は「産業誘致・再生ゾーン」とされ，大
区画水田の整備とメガソーラー発電の誘致が計画
された（図16）。
　2015年８月現在，一帯には雑草が繁茂する荒れ
地と化し，その浜堤のわずかな高まりに立つと，
荒廃した農地の彼方に，目を疑うような圧倒的な
広がりで連接するイチゴ団地のハウスが白い壁の
ように眺望される。メガソーラーの開発計画は，
2015年３月，岡山県の業者との間で建築協定が締
結された。「仙台いちご」の生産地帯には，新た
な時代の景観が生成しつつある。
Ⅴ　おわりに：景観から構造へ
　以上，本論では「仙台いちご」で知られてきた
亘理・山元町におけるイチゴ栽培の復旧過程につ
いて，立ち現われてきた景観上の革新に焦点をあ
てて報告した。そうした変化は，個別経営，地域
の支援体制，産地の出荷戦略における革新を伴う
ものであることはいうまでもない。本章ではこ
の「みえない構造」の部分にかかわって町役場，
JA，そして生産者へのヒアリングで耳にした知
見を整理し，今後の課題を示して結びに替えたい。
　１）個別経営
　まず個別経営のレベルでは，環境制御設備付き
大型ハウスにおける高設・養液栽培という新方式
による経営の経営・労力両面での持続性の問題が
ある。2013・14年，14・15年と２シーズンの栽培・
出荷を経た経営上の問題について，2015年夏から
秋にかけて農協と団地内の数件の農家にヒアリン
グした限りでは，新培地で心配されたイチゴの品
質（糖度）については従前と大差なく，しかもま
だ「伸び代」（技術の改善余地）があること，ま
た水道水利用などによるコスト増加分は収量の増
加で補われており，「伸び代」も考えるとさらに
収益性を高め得ること，労力は環境制御や潅水の
図15　小山団地（GoogleEarth,2014.4.01）
写真６　小山団地の従来型施設（2015.8.28）
図16　吉田浜のメガソーラーと圃場の完成イメージ
画面中央が吉田浜の跡地。嵩上げ道路を隔てて開墾場いちご団
地が描かれている。広報わたり2014年11月号。
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自動化で大きく軽減されて高齢化にも対処できる
こと，という評価の効果が聞かれた。そして，浜
吉田団地の農家ヒアリングによれば，震災前に兼
営してきた稲作は，水田圃場整備完工後は１人の
農家に集積して，他の農家はイチゴ専業でいくと
のことであった。
　２）地域支援体制
　栽培技術の向上つまり「伸び代」の実現と新規
就農の支援については，農業改良普及所内に結成
された技術支援チームのほか，亘理町では「いち
ごファーム」，山元町では３つの農業法人の役割
が注目される。特に「コスト半減，生産性倍増」
をめざす国の実証実験については，６年の事業期
間の終盤を迎えてその成果の地域への還元がどう
なされるのかが注目される。とりわけ山元町では
震災後の人口流出が続く中で，３法人がどれほど
雇用創出と新規就農支援の役割を果たせるかが注
目される。
　３）地域性：亘理と山元
　上記１）・２）の動向については，亘理町と山
元町の違いも注目される。既にみたように，イチ
ゴ経営の規模は亘理町よりも山元町のほうが大き
かったことが，復旧にあったての施設面積にも反
映された。しかも亘理町では従前の８割の面積に
抑えられたことは，亘理・山元両町の規模の差が
震災前よりも開く結果になったことを意味する。
新施設での栽培効率が高まると，規模の大きさが
有利に働くことになるが，このことが経営規模の
大小による農家間で，ひいては平均規模を異にす
る亘理町と山元町のイチゴ経営にどのような展開
の差異を生みだすことになるかが注目される。
　４）JAの組織体制と出荷戦略の統一
　イチゴ生産の復旧と新選果場の完成は，JAに
おける組織体制と出荷戦略に大きな変化をもたら
している。第一は，「仙台いちご」の地域団体商
標いわゆる「地域ブランド」の認定（2012年４月）
である。JAみやぎ亘理営農部でのヒアリングで
は，この出願は他国産の産地偽装のおそれに対処
するために震災前に行われ，認定時期がたまた震
災後になったものとのことである。しかし，それ
以前は宮城県内の系統出荷のイチゴは個選も含め
て「仙台いちご」を用いることができたのに対し
て，今後は共選・共販ものだけに「仙台いちご」
の使用を限ることになった。
　同時に新選果場のオープン（2013年10月）で，
震災前には旧村（旧農協）の選果場に分散してい
たイチゴが１か所に集荷されることになった。そ
れとあわせて，JAでは震災復興の象徴としてイ
チゴを用いた新たなキャラクタ （ー図17）を作成・
発表した。
　さらに，イチゴ生産者の組織も，2013年まで
は旧農協単位のイチゴ部会で，JAみやぎ亘理レ
ベルではその「連絡協議会」にすぎなかったが，
2014年度からは管内一体の「イチゴ部会」に移行
した。そして出荷市場の選択については，今後は
北海道市場を抑制して地元仙台を重視していく方
針の転換を行っているとのことであった。実際に
震災後の出荷市場をみると（図18），2015年産（14
～ 15年）ではそれが出荷量に反映している。
　いずれにせよ，亘理・山元町のイチゴ生産の復
興経過には，景観上の大きな変化のみならず，生
産構造および地域構造上の変化が伴っていること
が把握された。少子高齢化や価格低迷が常態化し
ている日本農業のおかれた状況の中で，「仙台いち
ご」産地が震災復興という稀有の機会に，どのよ
うな構造転換をとげていくのか，今後注視したい。
図17　JAみやぎ亘理のイメージキャラクター
みやぎ亘理農協（2013）
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＜注＞
★１：『亘理町史』および吉田農協（1983，1996）に
よる。
★２：宮城県園芸振興基本計画（平成８年），JAみ
やぎ亘理資料，高野（2000），鹿野ほか（2005），
石丸（2008）による。
★３：JAみやぎ亘理営農部での聞き取りによる。
★４：e-statサイトの農業集落2010年版では作物別の
数値は公表されなくなったので，2005年版の数値
によっている。
★５：農業センサスの「単一経営」は農産物販売額
の８割以上を占めるもの。「準単一」は６～８割，
「複合経営」は６割以上を占める部門がない農家。
★６：JAみやぎ亘理の長期営農計画（2004 ～ 08）。
★７：最新の2015年営農座談会資料では，イチゴが
199万円余りと微減にとどまったのに対して，コメ
は21,202円と10年前の３分の１の水準となった。
★８：JAみやぎ亘理営農部での聞き取りによる。
★９：栽培棟以外の育苗ハウスや諸資材に全農や民
間財団の支援，国の生産対策交付金を受けている。
★10：自力再開44戸，JA事業主体の交付金事業への
参加52戸，小山団地８戸の計104戸。
★11：山元・亘理両町の農政係，およびJAみやぎ亘
理営農部でのヒアリングによる。
★12：山元町で2011年12月から４月にかけて開催さ
れた受益農家への説明会資料の記載による。
★13：温度，湿度，CO2，土壌温度，土壌湿度，温湯
管温度，外気温，外湿度，風量，雨量
★14：NPO法人ロシナンテス。以下のwebサイトに
活動内容の紹介がある：http://www.rocinantes.
org/activity/tohoku-farm.html
★15：イチゴ生産を手掛ける農業法人にはもう１社
あるが（燦燦園），これは先代が個人でいちご団地
に参加して施設を設置した後，今は後継者に代替
わりして継承されているため，本論ではいちご団
地参加農家と把握している。
★16：代表機関は野菜茶業研究所で，東北農業研究
センター，宮城県農業園芸総合研究所をはじめと
する研究指導機関，東北大学をはじめとする５つ
の大学，農業関連企業など，合計23機関が参加し
ている。http://www.naro.aﬀrc.go.jp/event/ﬁles/
vt_sentan_pro.pdf
★17：以下のいちご団地に関する情報は，JAみやぎ
亘理営農部でのヒアリングと入手資料による。
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図18　震災前後のイチゴ出荷先の変化
（JAみやぎ亘理の資料による）
